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第16回公認会計士制度部会の議論と公認会計士制度の見直しの方向性（案） ①
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準大手・中小監査法人の受嘱が広がる
中で、監査リスクに対応できるだけの体
制を求められるよう、上場会社の監査を
担う監査法人の登録制度を法定化する
ことを考える局面にある。

制度と運用全体を当局に移管すると、形
式的なコンプライアンスばかりに重点が
置かれるリスクがあり、実質的な監査品
質の向上につながるよう、できるだけ自
主規制の流れを尊重すべき。

上場会社の監査に求められる最低限の
基準は、登録要件として適切に定める必
要。一定の規模を求めることや監査法人
のガバナンス・コードの受け入れを求め
ることが必要。

事前規制を過度に厳しいものとせず、事
後チェックを厳格に行うアプローチが適し
ている。

制度枠組みの整備と併せて、日本の監
査市場において重要な役割を担う中小
監査法人のデジタル対応や人的基盤の
整備といった育成支援が十分に行われ
ることが重要。

① 登録制の導入

•上場会社等の財務書類についての監査証明業務（以下、
「上場会社監査」）を行う監査事務所は、日本公認会計
士協会（以下、「協会」）への登録を受けることとする。

② 登録時の適格性の確認

•登録を受けようとする監査事務所は、協会に登録申請を
行い、協会から上場会社監査を実施する者としての適格
性の確認を受けることとする。

例えば、業務停止処分中でないことや、「一定の社員数」を有す
ること等が考えられるか。

 「一定の社員数」とは、例えば、

- 現行の公認会計士法において、監査法人に対し、公認会計
士である社員を５人以上有することを求めていることに倣い、
制度導入当初は「公認会計士である社員を５人以上有するこ
と」とした上で、

- 制度導入後、協会が実施する中小監査事務所への育成支援
による体制整備の進展を踏まえながら見直していく

ことが考えられるか。

前回（第16回）の議論 公認会計士制度の見直しの方向性（案）

（参考）現行の公認会計士法上、公認会計士等の登録は、協会
で行うこととされている。
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第16回公認会計士制度部会の議論と公認会計士制度の見直しの方向性（案） ②
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監査法人のガバナンス・コードの受け入
れや、充実した情報開示を求めることが
必要。

情報開示の充実は、中小監査法人の基
盤強化の観点からも重要。

ソフトローも含め最適な規律付け（ベスト
ミックス）を模索すべき。

監査法人のガバナンス・コードについて
は、日本公認会計士協会や監査役など
が監査法人との対話機能を担うことで、
各法人の実効的な取組みを後押しする
ことができるのではないか。

③ 登録後の継続的な規律付け

•登録を受けた監査事務所には、上場会社監査に係る体
制整備や情報開示について、登録を受けていない監査
事務所より高い規律付けを設ける。

例えば、監査法人のガバナンス・コードの受け入れや、充実した
情報開示を求めることなどが考えられるか。

現行の公認会計士法上、監査法人には、業務及び財産の状況
に関する事項を記載した説明書類を作成し、公衆の縦覧に供す
ることが求められている。上場会社監査を行う者に対し、充実し
た情報開示・付加的な情報開示を求めるべき事項は何か。また、
それらを法令で定めるべきか又は自主規制に委ねるべきか。

現行の公認会計士法上、公認会計士個人が上場会社監査を行
うことも許容されているが、単独で監査を行うことは原則として認
められておらず、他の公認会計士若しくは監査法人と共同し、又
は他の公認会計士を補助者として使用して行わなければならな
いこととされている。

上場会社監査を担う公認会計士については、今後、協会が実
施する中小監査事務所への育成支援を通じて、組織的な対応
に向けた取組みを促すことが考えられるか。

•登録後に上場会社監査を公正・的確に実施する体制が
整備されていないこと等が確認された場合、協会は、登
録を取り消すことができることとする。

前回（第16回）の議論 公認会計士制度の見直しの方向性（案）
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〔参考〕 主な関連条文 ①

（業務及び財産の状況に関する説明書類の縦覧等）

第三十四条の十六の三 監査法人は、会計年度ごとに、業務及び財産の状況に関する事項として内閣府令で定めるものを記載した
説明書類を作成し、当該監査法人の事務所に備え置き、公衆の縦覧に供しなければならない。

２～４ （略）

○ 公認会計士法（昭和二十三年法律第百三号）

（説明書類に記載する業務及び財産の状況に関する事項）

第三十九条 法第三十四条の十六の三第一項に規定する内閣府令で定めるものは、次に掲げる事項（無限責任監査法人（略）にあっ
ては第五号ロからホに掲げる事項を除く。）とする。

一 業務の概況に関する次に掲げる事項

イ～ハ （略）

ニ 業務の内容に関する次に掲げる事項

（1） 監査証明業務の状況（略）

（2） 非監査証明業務（略）の状況（略）

ホ 業務管理体制の整備及び業務の運営の状況に関する次に掲げる事項

（1） 業務の執行の適正を確保するための措置

（2） 業務の品質の管理の方針の策定及びその実施に関する措置（略）

（3）～（5） （略）

ヘ・ト （略）

二 社員の概況に関する次に掲げる事項

イ・ロ （略）

三 事務所の概況に関する次に掲げる事項（略）

イ～ハ （略）

四 監査法人の組織の概要

五 財産の概況に関する次に掲げる事項

イ～ホ （略）

六 被監査会社等（大会社等に限る。）の名称

上場会社の監査を担う監査事務所の規律付け

○ 公認会計士法施行規則（平成十九年内閣府令第八十一号）
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〔参考〕 主な関連条文 ②

第二十四条の四 第二十四条の四 公認会計士は、大会社等の財務書類について第二条第一項の業務を行うときは、他の公認会計
士若しくは監査法人と共同し、又は他の公認会計士を補助者として使用して行わなければならない。ただし、他の公認会計士若
しくは監査法人と共同せず、又は他の公認会計士を補助者として使用しないことにつき内閣府令で定めるやむを得ない事情があ
る場合は、この限りでない。

○ 公認会計士法（昭和二十三年法律第百三号）

上場会社の監査を担う監査事務所の規律付け

（単独監査を行うやむを得ない事情）

第十一条 法第二十四条の四ただし書（法第十六条の二第六項において準用する場合を含む。）に規定する内閣府令で定めるやむ
を得ない事情は、次に掲げる事情とする。

一 共同して監査証明業務を行う他の公認会計士又は補助者として使用する他の公認会計士が登録を抹消されたこと。

二 共同して監査証明業務を行う他の公認会計士又は補助者として使用する他の公認会計士が事故、病気その他これに準ずる事
由により業務を行うことができなくなったこと。

三 共同して監査証明業務を行う他の公認会計士若しくは監査法人又は補助者として使用する他の公認会計士が移転したことに
より共同で当該業務を行うことができなくなったこと。

四 共同して監査証明業務を行う監査法人が解散したこと。

五 前各号に準ずるやむを得ない事情であって、当該公認会計士の責めに帰すべき事由がないもの

○ 公認会計士法施行規則（平成十九年内閣府令第八十一号）



第16回公認会計士制度部会の議論と公認会計士制度の見直しの方向性（案） ③
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社会的な重要性が高い上場会社の監査
について、意図的な不正会計を再び起こ
さないという監査人に対する社会からの
期待に応えられるよう、制度の在り方を
前向きに検討すべき。

④ 被監査会社側の手当て

•金融商品取引法の規定により上場会社等が提出する財
務書類について、登録を受けた監査事務所から監査証
明を受けなければならないこととする。

前回（第16回）の議論 公認会計士制度の見直しの方向性（案）
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〔参考〕 主な関連条文 ③

（公認会計士又は監査法人による監査証明）

第百九十三条の二 金融商品取引所に上場されている有価証券の発行会社その他の者で政令で定めるもの（次条において「特定発
行者」という。）が、この法律の規定により提出する貸借対照表、損益計算書その他の財務計算に関する書類で内閣府令で定め
るもの（第四項及び次条において「財務計算に関する書類」という。）には、その者と特別の利害関係のない公認会計士又は監
査法人の監査証明を受けなければならない。ただし、次に掲げる場合は、この限りでない。

一～三 （略）

２ 金融商品取引所に上場されている有価証券の発行会社その他の者で政令で定めるもの（第四号において「上場会社等」とい
う。）が、第二十四条の四の四の規定に基づき提出する内部統制報告書には、その者と特別の利害関係のない公認会計士又は監
査法人の監査証明を受けなければならない。ただし、次に掲げる場合は、この限りでない。

一～四 （略）

３・４ （略）

５ 第一項及び第二項の監査証明は、内閣府令で定める基準及び手続によつて、これを行わなければならない。

６ 内閣総理大臣は、公益又は投資者保護のため必要かつ適当であると認めるときは、第一項及び第二項の監査証明を行つた公認
会計士又は監査法人に対し、参考となるべき報告又は資料の提出を命ずることができる。

７・８ （略）

○ 金融商品取引法（昭和二十三年法律第二十五号）

上場会社の監査を担う監査事務所の規律付け



第16回公認会計士制度部会の議論と公認会計士制度の見直しの方向性（案） ④
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②
】
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公認会計士・監査審査会が監査法人の
業務運営を検査する中で、虚偽証明等
の疑義についても検証できるよう制度を
見直すことに賛成。

金融庁、公認会計士・監査審査会、証券
取引等監視委員会が適切に連携するこ
とで、より効果的なモニタリング機能の発
揮につなげることができる。

十分な検査を行えるよう、公認会計士・
監査審査会の人員等の体制面の手当て
も重要。

•公認会計士法上の立入検査等の権限について、金融庁
から公認会計士・監査審査会へ権限委任する範囲を見
直し、業務の運営の状況に関して行われるものか否か
に関わらず、公認会計士・監査審査会において権限行
使できることとする。

前回（第16回）の議論 公認会計士制度の見直しの方向性（案）
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〔参考〕 主な関連条文 ④

（公認会計士、外国公認会計士又は監査法人に対する報告徴収及び立入検査）

第四十九条の三 内閣総理大臣は、公益又は投資者保護のため必要かつ適当であると認めるときは、第二条第一項又は第二項の業
務に関し、公認会計士、外国公認会計士又は監査法人に対し、報告又は資料の提出を求めることができる。

２ 内閣総理大臣は、公益又は投資者保護のため必要かつ適当であると認めるときは、第二条第一項の業務に関し、当該職員に公
認会計士、外国公認会計士又は監査法人の事務所その他その業務に関係のある場所に立ち入り、その業務に関係のある帳簿書類
その他の物件を検査させることができる。

３・４ （略）

○ 公認会計士法（昭和二十三年法律第百三号）

（権限の委任）

第四十九条の四 内閣総理大臣は、この法律による権限（政令で定めるものを除く。）を金融庁長官に委任する。

２ 金融庁長官は、前項の規定により委任された権限のうち、第四十六条の九の二第二項の規定による報告の受理に関する事務並
びに第四十六条の十二第一項並びに第四十九条の三第一項及び第二項の規定による権限（次に掲げるものに限る。）を審査会に
委任する。

一 第四十六条の九の二第二項の報告に関して行われるもの

二 公認会計士、外国公認会計士又は監査法人（以下この号において「公認会計士等」という。）が、第四十六条の九の二第一
項の調査を受けていないこと、同項の調査に協力することを拒否していることその他の内閣府令で定める事由があることによ
り日本公認会計士協会が当該公認会計士等に係る同条第二項の報告を行つていない場合において、当該公認会計士等の業務の
運営の状況に関して行われるもの

３～５ （略）

（監査又は証明の業務の調査）

第四十六条の九の二 協会は、会員の第二条第一項の業務の運営の状況（当該会員が公認会計士である場合にあつては、第三十四
条の十三第二項第一号及び第二号に掲げる事項に限る。第四十九条の四第二項第二号において同じ。）の調査を行うものとする。

２ 協会は、定期的に、又は必要に応じて、前項の調査の結果を内閣総理大臣に報告するものとする。

公認会計士・監査審査会によるモニタリング



第16回公認会計士制度部会の議論と公認会計士制度の見直しの方向性（案） ⑤

前回（第16回）の議論 公認会計士制度の見直しの方向性（案）
【
論
点
③
】
配
偶
関
係
に基

づ
く
業
務
制
限

現行の業務制限は、時代の変化や監査
法人の大規模化に対応できていない。現
実に社員や役員への登用に支障が生じ
ており、早急に見直すべき。

女性活躍の推進という観点での見直しで
はなく、利益相反の実質に着目した見直
しが議論されるべき。国際倫理規程にお
ける業務制限を参照し、適切な業務制限
が検討されるべき。

•監査法人の社員の配偶者が会社等の役員等である場
合に当該監査法人の監査証明業務が制限されることと
なる社員の範囲を、現行の全ての社員から、当該会社
等の財務書類について当該監査法人が行う監査証明業
務に関与する社員等に限ることとする。
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〔参考〕 主な関連条文 ⑤

（特定の事項についての業務の制限）

第三十四条の十一 監査法人は、財務書類のうち、次の各号のいずれかに該当するものについては、第二条第一項の業務を行つて
はならない。

一 （略）

二 監査法人の社員のうちに会社その他の者と第二十四条第一項第一号に規定する関係を有する者がある場合における当該会社
その他の者の財務書類

三・四 （略）

２・３ （略）

○ 公認会計士法（昭和二十三年法律第百三号）

監査法人の社員の配偶関係に基づく業務制限

（特定の事項についての業務の制限）

第二十四条 公認会計士は、財務書類のうち、次の各号の一に該当するものについては、第二条第一項の業務を行なつてはならない。

一 公認会計士又はその配偶者が、役員、これに準ずるもの若しくは財務に関する事務の責任ある担当者であり、又は過去一年以
内にこれらの者であつた会社その他の者の財務書類

二・三 （略）

２・３ （略）



第16回公認会計士制度部会の議論と公認会計士制度の見直しの方向性（案） ⑥

前回（第16回）の議論 公認会計士制度の見直しの方向性（案）
【
論
点
④
】
組
織
内
会
計
士
の

登
録
事
項
の
整
備

組織内会計士として多くの分野で活躍し
ている公認会計士がいるが、実態が必
ずしも明確ではないため、日本公認会計
士協会において実践的・有用な支援が
行いにくい状況。組織内会計士の登録
事項を整備すべき。

•組織内会計士の登録事項について、監査事務所以外の
勤務先を記載することとする。
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〔参考〕 主な関連条文 ⑥

（登録の義務）

第十七条 公認会計士となる資格を有する者が、公認会計士となるには、公認会計士名簿に、氏名、生年月日、事務所その他内閣
府令で定める事項の登録（略）を受けなければならない。

○ 公認会計士法（昭和二十三年法律第百三号）

組織内会計士向けの指導・支援を広げるための方策

○ 公認会計士等登録規則（昭和四十二年大蔵省令第八号）

（登録事項）

第二条 公認会計士名簿及び外国公認会計士名簿への登録事項は、次の各号に掲げる事項とする。

一 登録番号

二 氏名、生年月日、住所及び本籍

三 公認会計士又は外国公認会計士（以下「公認会計士等」という。）が自らその業務を営むときは、その主たる事務所及び従
たる事務所の名称及びその所在地

四 公認会計士等となる資格の取得の事由

五 公認会計士等が監査法人の社員であるときは、当該監査法人の名称及び主たる事務所の所在地並びに主として執務する事務
所の名称及びその所在地

六 公認会計士等が他の公認会計士等の事務所に勤務するときは、その勤務する事務所の名称及びその所在地並びにその事務所
を経営する公認会計士等の氏名及び登録番号

七 公認会計士等が監査法人に勤務するときは、当該監査法人の名称並びにその勤務する事務所の名称及びその所在地

八 開業登録及び変更登録の年月日

九 法第二十九条（法第十六条の二第六項において準用する場合を含む。）に規定する懲戒処分及び法第三十一条の二第一項の
命令を受けたときは、その種類及び処分を受けた年月日



第16回公認会計士制度部会の議論と公認会計士制度の見直しの方向性（案） ⑦

【
論
点
⑤
】
実
務
経
験

期
間
の
見
直
し

監査業務は高度化しており、実務経験を
通じて学ぶ知見の重要性が高まっている。

•公認会計士の資格要件である実務経験期間（業務補助
等の期間）を、現行の２年以上から３年以上とする。

前回（第16回）の議論 公認会計士制度の見直しの方向性（案）
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〔参考〕 主な関連条文 ⑦

（公認会計士の資格）

第三条 公認会計士試験に合格した者（略）であつて、第十五条第一項に規定する業務補助等の期間が二年以上であり、かつ、第十
六条第一項に規定する実務補習を修了し同条第七項の規定による内閣総理大臣の確認を受けた者は、公認会計士となる資格を有
する。

○ 公認会計士法（昭和二十三年法律第百三号）

実務経験期間の見直し

（業務補助等）

第十五条 業務補助等の期間は、公認会計士試験の合格の前後を問わず、次に掲げる期間を通算した期間とする。

一 第二条第一項の業務について公認会計士又は監査法人を補助した期間

二 財務に関する監査、分析その他の実務で政令で定めるものに従事した期間

２ この法律に定めるもののほか、業務補助等について必要な事項は、内閣府令で定める。



第16回公認会計士制度部会の議論と公認会計士制度の見直しの方向性（案） ⑧

前回（第16回）の議論 公認会計士制度の見直しの方向性（案）

【
論
点
⑥
】
継
続
的
専
門
研
修
の
確
実
な
受
講

継続的専門研修の確実な受講を促すこ
とは重要。

適切に受講されない背景には、監査法
人が業務過多になっており、研修に時間
を割けないことも一因ではないか。そうで
あれば、直ちに登録抹消することは厳し
い印象。研修時間の確保や研修の重要
性の意識付けも重要。

•継続的専門研修（ＣＰＥ）の受講状況が著しく不適当な公
認会計士について、資格審査会の議決に基づき、登録
を抹消することができることとする。

•併せて、虚偽の申請等に基づいて登録を受けた場合や、
２年以上継続して所在が不明である場合についても、資
格審査会の議決に基づき、登録を抹消することができる
こととする。

（参考）資格審査会は、協会に設置される機関であり、公認会計
士等の登録の拒否（公認会計士の信用を害するおそれが
ある者など）や抹消（公認会計士が心身の故障により公認
会計士の業務を行わせることがその適正を欠くおそれがあ
るとき）について必要な審査を行っている。協会の会長並
びに公認会計士、金融庁の職員及び学識経験者のうちか
ら委嘱される委員４人から構成される。
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〔参考〕 主な関連条文 ⑧

継続的専門研修の確実な受講を通じた公認会計士の能力向上

（登録の抹消）

第二十一条 次の各号のいずれかに該当する場合には、日本公認会計士協会は、公認会計士の登録を抹消しなければならない。

一 公認会計士がその業務を廃止したとき。

二 公認会計士が死亡したとき。

三 公認会計士が第四条各号（＊）のいずれかに該当するに至つたとき。

四 公認会計士が心身の故障により公認会計士の業務を行わせることがその適正を欠くおそれがあるとき。

２ 日本公認会計士協会は、前項第四号の規定により登録を抹消するときは、資格審査会の議決に基づいて行わなければならない。

３ （略）

（＊） 未成年者、禁錮以上の刑に処せられ一定期間を経過しない者、登録抹消処分を受けてから５年を経過しない者等の欠格事由が規定されている。

○ 公認会計士法（昭和二十三年法律第百三号）

（登録の取消し）

第二十五条 日本税理士会連合会は、税理士の登録を受けた者が、次の各号のいずれかに該当するときは、第四十九条の十六
に規定する資格審査会の議決に基づき、当該登録を取り消すことができる。

一 税理士となる資格又は第二十四条各号に規定する登録拒否事由に関する事項について、記載すべき事項を記載せず若し
くは虚偽の記載をして第二十一条第一項の規定による登録申請書を提出し、その申請に基づき当該登録を受けた者である
ことが判明したとき。

二 第二十四条第六号（イに係る部分に限る。）に規定する者に該当するに至つたとき。

三 二年以上継続して所在が不明であるとき。

２・３ （略）

○ 税理士法（昭和二十六年法律第二百三十七号）
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〔参考〕 主な関連条文 ⑨

継続的専門研修の確実な受講を通じた公認会計士の能力向上

（資格審査会）

第四十六条の十一 協会に、資格審査会を置く。

２ 資格審査会は、協会の請求により、第十九条第三項及び第三十四条の十の十一第二項の規定による登録の拒否並びに第二十一条
第一項第四号の規定による登録の抹消及び第三十四条の十の十四第一項第三号の規定による同条第二項に規定する登録の抹消につ
き必要な審査を行うものとする。

３ 資格審査会は、会長及び委員四人をもつて組織する。

４ 会長は、協会の会長をもつてこれに充てる。

５ 委員は、会長が、内閣総理大臣の承認を受けて、公認会計士、公認会計士に係る行政事務に従事する金融庁の職員及び学識経験
者のうちから委嘱する。

６ 委員の任期は、二年とする。ただし、欠員が生じた場合の補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。

７ 前各項に規定するもののほか、資格審査会の組織及び運営に関し必要な事項は、政令で定める。

○ 公認会計士法（昭和二十三年法律第百三号）



第16回公認会計士制度部会の議論と公認会計士制度の見直しの方向性（案） ⑨

前回（第16回）の議論 公認会計士制度の見直しの方向性（案）

【
論
点
⑦
】
上
記
以
外
の
個
別
課
題

日本公認会計士協会による会計基礎教
育の普及活動に制度的な位置づけを設
けてほしい。

〔中長期的課題〕

監査法人の大規模化に伴い、現行の監
査法人制度で対応できていない論点は
他にも存在。中長期的には、監査法人形
態の在り方や業務範囲についても検討
がなされるべき。

大学生の公認会計士試験合格者につい
ては、学業と実務補習との両立も課題。

実務補習・継続的専門研修とともに、公
認会計士試験制度についても一体的に
見直すべき。

日本公認会計士協会からプレゼンテーションを予定。

―
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